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3 RPA とは、Robotic Process Automation の略で、認知技術を活用して業務の効率化・自動化を図る取
り組みである。























































3 RPA とは、Robotic Process Automation の略で、認知技術を活用して業務の効率化・自動化を図る取
り組みである。



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































大阪産業大学経営論集　第 20 巻　第 3号
表７　働き方改革ワーキンググループの成果意見
・要望事項に即時に対応できた
・本社と現場が協働することで、相互理解が深まり効率的に結果が出せた
・本社で検討してもらえたことで、仕事がやりやすくなった
・現場の要望事項に対し、本社で検討してもらえるという大きな期待が持てた
・部署を超えた人との意見交換で、考え方が拡げられた
・普段当たり前に行っている仕事の深掘をする機会になった
・活動が意識改革になり、仕事のやり方、改善策を自ら考えるきっかけになった
・タスクを通じて部署間で協力して構築したことにより迅速な対応が可能となった
・少ない費用で大きな効果を得ることができた
・現場の意見を吸い上げて構築したことにより現場のニーズに即したシステムとなった
　なお、今回の活動の好評価から新潟支社では、支社内に「業務効率化検討委員会」を設
置し、2018年度の支社の活動計画に入れ込むこととなった。　
　一方で次のような反省点も出されている。
表８　働き方改革ワーキンググループの反省意見
・改善したいことが多岐にわたり、的が絞れなかった
・事務局に頼り過ぎ、能動的な動きが少なかった
・画期的な方策が見いだせると期待したが、そこまでには至らなかった
・業務都合により、メンバーが揃わず、足並みがそろわなかった
・活動が負担になった面もいなめない
・もう少し時間をかけて議論するべきだった
　今回実施した改善について現場第一線としては高い評価がある一方で、本社が今後も同
様な考え方で実行していくかという不安の声も寄せられている。これを受け経営層は、こ
の活動を定着させるために、積極的な手段を講じることを考えていくこととなった。
６．おわりに
　今回の働き方改革の最も大きな成果は、従業員の意識の変化であると言える。従来現場
第一線からの意見はややもすると組織の壁、管理の壁によって打ち消され、実施できない
ことが多かった。その理由も予算を確保していないから、全社的な効果がよく分からない
から、などの理由で提案者からは門前払いされたように感じ、提案しても無駄だと考える
ようになり無意識のうちに提案しなくなっていった。
　それに対して、今回は、現場第一線での問題はすべ受け取り、それを本社各部門が共同
して改善に導いたことが、従業員の改善意欲を高める結果となった。
　本社の各部も従来経営層から部門の壁によって横串が通った業務効率化ができないと会
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議のつど言われていたが、今回参加した本社各部のメンバーはファシリテーターである筆
者が何も言わなくても、自ら最適な方法を部門に関係なく共同して実施して即時に改善を
実行してくれた。
　今回の取り組みによって、改革に携わる者の意思があれば、どのような課題でも、自ら
切り開くことができることを示してくれた。
　業務効率化を行うことで、時間外労働の削減、勤務間インターバルの確保、年次有給休
暇の取得促進、など結果的に働き方改革法の規制への対応が可能となる。
　今回の最も大きな成果は、現場自らが、自分の意思によって業務効率化を行うという機
運が起こり、現場の意見による改善が全社的に展開できるようになったことである。
　経営層も今回の業務効率化を高く評価して、業務効率化を積極的に展開するシステムを
構築するため「経営改革本部」、「業務改革委員会」などを設置、「業務改革担当」を配置し様々
な改革を確実に実行する組織体制とした。さらに、ICTを積極的に活用してさらなる効
率化と迅速な経営情報の共有化を図るために、従来の情報システム部を ICT推進部に改
編した。
　本事例が働き方改革に取り組む企業の参考になればと考えている。働き方改革に参加さ
せてもらい現場第一線の状況および企業の内部情報も公開してくれた（株）東京エネシス
の社長以下経営層の方々、ならびに職場の皆様に感謝の意を表します。
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